
 

令和５年度公益財団法人京都府市町村振興協会事業計画 

 

 市町村振興宝くじの収益金等を活用して府内市町村を支援するため、次の事業を実

施する。 

 

１ 資金貸付事業 
 

  市町村及び一部事務組合に対し、災害時における緊急融資事業及び災害防止対策

事業並びに緊急に整備を要する施設等整備事業に対する長期貸付を行う。 
 

 （１）貸 付 枠   １６億４，０００万円以内 

 （２）貸付条件 

   ア）償還期限 

事業区分 償還期限（据置期間） 

一般事業 

５年以内（１年以内） 20 年以内（３年以内） 

10年以内（２年以内） 25 年以内（３年以内） 

15年以内（３年以内） 30 年以内（５年以内） 

借  換 10年以内（１年以内） 
 

   イ）貸付利率 

     財政融資資金の貸付利率の100分の80に相当する利率（借換は、２分の１） 

   ウ）償還方法 

     元利均等年賦償還 

 （３）対象事業 

   ア）消防用自動車、救急用自動車、児童遊園、老人憩いの家等住民の安全及び

福祉の増進に資するための事業 

   イ）通学道路、図書館、美術館等、教育及び文化の向上に資するための事業 

   ウ）体育館、プール、遊歩道等スポーツの振興及び健康増進に資するための事

業 

   エ）ごみ運搬車、水質汚濁防止等生活環境の保全及び公害の防止に資するため

の事業 

   オ）歴史上又は、学術上価値の高い建造物、城跡等文化財の保存に資するため

の事業 

   カ）集会所等地域連帯意識の醸成に資するための事業 

   キ）自然条件及び風土に調和した個性的な街づくりに資するための事業 

   ク）上記事業に係る縁故債等の既借入債（貸付利率が３パーセント以上のもの

に限る。）の借換 

   ケ）その他理事長が必要と認める事業 
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２ 宝くじ交付金配分事業 
 

  市町村に対し、新市町村振興宝くじに係る収益金交付金を配分する。 
 

 （１）配分金額 

    令和５年度に京都府から交付されるハロウィンジャンボ宝くじ及びクイック

ワン（９月分）に係る収益金交付金の全額 

 （２）配分基準 

    均等割50％、人口割50％ 

 （３）対象事業 

    地方財政法（昭和23年法律第109号）第32条に規定する次の事業 

１ 事 業 

 (1) 公共事業 

 (2) 公益の増進を目的とする事業で、地方行政の運営上緊急に推進する必要があ

るものとして総務省令で定める事業 

２ 総務省令で定める事業 

 (1) 国際交流その他の地域の国際化の推進に係る事業 

 (2) 地方公共団体がその運営に相当程度関与する博覧会、見本市、展示会、文化行事

その他の催しであって総務大臣が当せん金付証票に係る市場の状況等を勘案して指

定するものの運営に係る事業又はその他の催しの運営の助成に係る事業 

 (3) 地域における人口の高齢化、少子化等に対応するための施策に係る事業 

 (4) 衛星通信網の活用その他の地域の情報化に係る事業 

 (5) 美術館、図書館、文化会館等芸術・文化活動の拠点となる施設の運営の充実その

他の地域における芸術・文化の振興に係る事業 

 (6) 大規模な風水害、地震、津波、火災、干害、冷害等の災害対策及びこれらの災害

の予防に係る事業 

 (7) 地域産業の高度化、新産業の創出、雇用機会の増大その他の地域経済の活性化に

係る事業 

 (8) 特定非営利活動等の地域における社会貢献活動に係る事業 

 (9) 地球温暖化対策、リサイクルの推進等地域における環境の保全及び創造に係る事

業 

 (10) 地域における共通の課題に対応するための調査及び研究並びに人材の育成に係る

事業 

 

３ 市町村職員等共同研修・人材育成支援事業 
 

  市町村及び一部事務組合等（以下「市町村等」という。）の人材基盤の強化に資

するため、市町村職員等を対象に集合研修の特長を生かした研修を実施するとと

もに、市町村等が行う人材育成に対する支援を行う。 
 

 （１）市町村職員等共同研修 

  １）共同研修 

   ア）研修体系 … 別紙のとおり 

     ◎研修階層を細分化し、キャリアパスに応じた切れ目のない研修体系 

      研修階層を９階層に細分化してシームレス化を図り、新規採用職員から

課長級職員までのキャリアパスに応じた切れ目のない研修体系とする。 

      また、階層別研修を補完する科目や受研対象者が複数の研修階層にまた
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がる研修は、能力開発研修として実施する。 

   イ）実施科目、予定人員 

区 分 科目数 予定人員 備 考 

 階層別研修 １７科目 ２，１６９人  R4：2,275人 

 能力開発研修 １３科目 ９３７人  〃： 917人 

 特別研修 ６科目 ４１２人  〃： 280人 

計 ３６科目 ３，５１８人  〃：3,472人 
 

     ◎研修科目の新設と研修内容の見直し等 

      市町村等からのニーズに応え、行政課題に即した研修科目を新設すると

ともに、これまでに実施した研修のアンケート等に基づき既存研修の内容

を見直す。 

      ・科目の新設   ２科目 

      ・内容の見直し  ３科目 

      また、京都府北部からの受講者の状況を勘案し、京都市内において実施

する研修科目は午前９時３０分から開始であったものを午前１０時開始と

する。（南部・北部の両方で実施する科目やオンライン研修等については、

適宜開始時間を設定する。） 

   ウ）実施形態、予定人員 

区 分 科目数 予定人員 備 考 

 集合 ２３科目 ２，０３３人  R4：2,087人 

 ｅラーニング ６科目 １，１５０人  〃：1,170人 

 オンライン ５科目 ３２０人  〃： 200人 

 集合＋オンライン ２科目 １５人  〃：  15人 

計 ３６科目 ３，５１８人  〃：3,472人 
 

     ◎ウィズコロナ・ポストコロナを意識した研修の実施 

      感染防止対策の徹底を最優先として、集合研修、ｅラーニング及びオン

ライン研修の特長を生かしたカリキュラムを編成する。 

      また、新型コロナウイルス感染症の感染状況に応じて柔軟に対応する。 

      ・集合研修で実施する科目 

       階層別研修で節目となる科目や集合研修でないと研修効果が得にくい

科目 

      ・ｅラーニングで実施する科目 

       知識の習得を主な目的とし、映像の視聴等で個人の学びとなる科目 

      ・オンライン研修で実施する科目（オンライン＋集合を含む） 

       移動を伴わず受研ができる、遠方の講師に登壇してもらえるなどオン
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ラインの特長を活かすことができる科目 

  ２）共同研修企画運営委員会 

    市町村の研修担当課長等で組織する共同研修企画運営委員会を開催し、本協

会における研修・人材育成支援事業の企画立案について協議する。 

 （２）研修関連事業 

  １）市町村職員等共同研修派遣経費助成金 

   ア）趣 旨 

     本協会が実施する共同研修の受研に際する旅費について、市町村等に対し

て助成金を交付することにより、地理的な格差の是正を図り、均等な受研

機会を確保する。 

   イ）対象経費及び助成額 

     市町村等が共同研修の受研者に対し支出した旅費の100分の90に相当する

額とする。 

  ２）市町村職員中央研修所及び全国市町村国際文化研修所受講経費助成金 

   ア）趣 旨 

     市町村等が市町村職員中央研修所及び全国市町村国際文化研修所の研修に

職員を派遣する場合の経費に対して助成金を交付することにより、市町村

等が行う人材育成を支援する。 

   イ）対象経費及び助成額 

     研修費、研修生活動費、教材用図書費及び旅費であって、現に市町村等が

負担した経費の３分の２に相当する額とする。 

  ３）市町村等研修事務担当者会議・研修会の開催 

    令和５年度研修計画等についての説明及び研修担当者の資質の向上を図るた

め、市町村等研修事務担当者会議・研修担当者研修会を開催する。 

  ４）研修教材及び情報誌の提供 

    市町村等の人材育成を支援するために有用な研修教材及び情報誌について、

適宜提供する。 
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４ 市町村振興助成事業 
 

  市町村が共同で実施する事業及び市町村の広域的な振興に資する事業に対し、下

記の助成を行う。 
 

 （１）京都府地域交響プロジェクト交付金 

   ア）趣 旨 

     地域における住民相互のつながりをもとに、住民自らが地域の課題に目を

向け、その解決に主体的に取り組む活動を、持続的に発展させていくため

に支援を行い、今後の地域社会の中心的な担い手となりうる地域団体を育

成・輩出することにより、地域の課題を地域で解決する仕組みの構築を目

指す。 

   イ）対象事業 

     特に地域の支えが必要な重要課題の解決に向け、地域団体が主体的に取り

組む活動及び地域の重要課題以外の分野において、財源・人材等の面で自

立した運営を目指す地域団体が主体的に取り組む活動 

   ウ）交付金額 

     交付対象経費の３分の１以内の額とする。 

 （２）広域消防航空応援交付金 

   ア）趣 旨 

     地震、風水害、林野火災等の大規模災害等に際し、府内市町村の区域を越

えた消防機関の航空応援に対し、交付金を交付する。 

   イ）対象災害 

     消防組織法第１条に規定する水火災又は地震等の災害で、京都府広域消防

相互応援協定により広域消防航空応援を受けたものとする。 

   ウ）交付金額 

     広域消防航空応援の規模、活動内容等に応じて３００万円を超えない額と

する。 

 

５ 市町村振興調査研究・情報提供事業 
 

  市町村の広域的な振興に資する調査研究又は情報提供のため、「市町村のあらま

し（令和５年度版）」、「市町村データブック（令和５年度版）」を作成、配付する。 

 

６ その他 
 

 （１）市町村災害復旧助成事業 

    地震、噴火等の大規模災害により、地域社会及び住民生活に甚大かつ長期に

わたる被害が発生した場合において、市町村が実施する災害復旧事業に対し助
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成を行う。 

 （２）市町村振興宝くじの広報宣伝等 

   ア）宝くじの広報宣伝 

    市町村振興宝くじ（サマージャンボ、ハロウィンジャンボ及びクイックワン）

の販売促進を図るための広報宣伝を実施する。 

   イ）市町村広報担当者研修会・連絡会議の開催 

    市町村広報担当者の広報に関する知識習得及び市町村振興宝くじの広報宣伝

に関する連絡調整のため、市町村広報担当者研修会・連絡会議を開催する。 

 （３）特定費用準備資金の積立 

    令和６年度から実施予定の京都府市長会、京都府市議会議長会、京都府町村

会及び京都府町村議会議長会に対する助成事業に充てるため、特定費用準備資

金（令和５年度予算額：２３，４００千円）を積み立てる。 

 （４）その他協会の目的を達成するために必要な事業を実施する。 
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…京都府職員研修・研究支援センターへの委託研修 …京都府（職員）との合同研修

…京都府（職員）と協同実施 …隔年開催で実施

　　　　　　　（集合：23科目、ｅラーニング：6科目、オンライン：5科目、集合＋オンライン：2科目）

令和５年度共同研修 研修体系

階 層 別 研 修
新規採用職員

1 新規採用職員①「新規採用職員基礎研修(人権､公務員倫理等)」※集合

（17） 2 新規採用職員②「地方自治法・地方公務員法」※ｅラーニング

若手職員【前期】
（３年目）

3 若手職員【前期】①「フォロワーシップ・コミュニケーション」※集合

4 若手職員【前期】②「会計制度・契約事務」※ｅラーニング

新任課長補佐

7 若手職員【後期】③「防災・危機管理」※オンライン

中堅女性職員(５年目～係長) 8 中堅女性職員　「女性職員のためのキャリアデザイン」※集合

若手職員【後期】
（５年目）

5 若手職員【後期】①「問題解決・政策形成」※集合

6 若手職員【後期】②「クレーム対応・接遇」※オンライン

中堅職員【前期】
（７年目）

9 中堅職員【前期】①「後輩指導・調整力」※集合

10 中堅職員【前期】②「ファシリテーション」※オンライン

課長級
16 課長①「マネジメント」※集合

17 課長②「ハラスメント」※ｅラーニング

22 「仕事の効率化」　（府担当）※集合

能 力 開 発 研 修 18 「法制執務（入門編）」※ｅラーニング

（13） 19 「法制執務（基礎編）」（協会担当）※オンライン

20 「法制執務（応用編）」（協会担当）※集合

（36） 21 「先読み仕事術」　（府担当）※集合

共
同
研
修

中堅職員【後期】
（10年目）

11 中堅職員【後期】①「チームリーダー・業務改善」※集合

12 中堅職員【後期】②「情報分析・政策立案」※集合

新任係長 13 新任係長「新任係長研修」※集合

14 新任課長補佐①「コンプライアンス・リスクマネジメント」※集合

15 新任課長補佐②「メンタルヘルス」※オンライン

23 「自治体訴訟」※集合

24 「チーム型政策研究プログラム」※集合＋オンライン

25 「地方創生戦略立案」※集合

特 別 研 修 31 「トップセミナー」（正副市町村長、正副議長等）※集合＋オンライン

26 「業務改善とＤＸ」※集合

27 「エクセル（基礎・応用）」※ｅラーニング

28 「手話」※集合

30 税務②「非木造家屋評価研修会」【隔年】※集合

29 税務①「農業所得に係る収支計算研修会」【隔年】※集合

（6）
議 会 32 「委員長（議運･常任･職員）」【隔年】※集合

34 「事務局職員（局長･職員）」※ｅラーニング

33 「広報（編集委員･職員）」【隔年】※集合

トピックス

監 査 35 「監査（委員･職員）」※集合

男女共同参画 36 ｢女性の船｣への参加推進
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当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部 千円 千円 千円

　１　経常増減の部

(1)経常収益

基本財産運用益 1 1 0

基本財産受取利息 1 1 0

特定資産運用益 3,500 3,300 200

特定資産受取利息 3,500 3,300 200

貸付事業収益 26,000 26,000 0

貸付金受取利息 26,000 26,000 0

受取補助金等 476,950 479,950 ▲ 3,000

受取京都府交付金 210,000 200,000 10,000

受取京都府交付金振替額 265,000 278,000 ▲ 13,000

受取全国協会等助成金 1,950 1,950 0

受取負担金 1,400 1,400 0

受取負担金 1,400 1,400 0

雑収益 49 49 0

受取利息 39 39 0

雑収益 10 10 0

経常収益計 507,900 510,700 ▲ 2,800

(2)経常費用

事業費 460,170 445,400 14,770

会議費 620 620 0

旅費交通費 1,190 1,070 120

通信運搬費 100 100 0

消耗品費 100 110 ▲ 10

消耗什器備品費 200 200 0

修繕保守費 140 140 0

印刷製本費 1,200 1,200 0

借上料 15,450 13,190 2,260

光熱水料費 150 140 10

賃借料 1,650 1,650 0

諸謝金 1,000 800 200

租税公課 30 30 0

支払負担金 37,700 37,040 660

支払助成金 10,510 10,510 0

支払交付金 361,100 352,000 9,100

委託料 28,030 25,600 2,430

新聞図書購入費 500 500 0

教材費 500 500 0

管理費 47,780 44,850 2,930

役員報酬 980 980 0

会議費 150 150 0

旅費交通費 510 600 ▲ 90

消耗品費 100 100 0

修繕保守費 310 90 220

令和５年度公益財団法人京都府市町村振興協会収支予算

令和５年度収支予算（損益計算ベース）

令和５年４月１日から令和６年３月31日まで

科目
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光熱水料費 20 20 0

賃借料 90 90 0

借上料 270 260 10

委託料 400 200 200

保険料 10 10 0

租税公課 10 10 0

支払負担金 4,400 4,350 50

支払手数料 80 140 ▲ 60

支払全国協会納付金 37,000 34,000 3,000

広告宣伝費 3,300 3,700 ▲ 400

新聞図書購入費 50 50 0

慶弔費 50 50 0

減価償却費 50 50 0

経常費用計 507,950 490,250 17,700

評価損益等調整前当期経常増減額 ▲ 50 20,450 ▲ 20,500

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損等 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 ▲ 50 20,450 ▲ 20,500

　２　経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 ▲ 50 20,450 ▲ 20,500

一般正味財産期首残高 98,740 75,000 23,740

一般正味財産期末残高 98,690 95,450 3,240

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取京都府交付金 370,000 340,000 30,000

一般正味財産への振替額 ▲ 265,000 ▲ 278,000 13,000

当期指定正味財産増減額 105,000 62,000 43,000

指定正味財産期首残高 12,780,000 12,591,000 189,000

指定正味財産期末残高 12,885,000 12,653,000 232,000

Ⅲ　正味財産期末残高 12,983,690 12,748,450 235,240
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公益目的事業会計

公－１
市町村振興
支援事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部 千円 千円 千円 千円

　１　経常増減の部

(1)経常収益

基本財産運用益 0 1 0 1

基本財産受取利息 0 1 0 1

特定資産運用益 0 3,500 0 3,500

特定資産受取利息 0 3,500 0 3,500

貸付事業収益 20,770 5,230 0 26,000

貸付金受取利息 20,770 5,230 0 26,000

受取補助金等 438,000 38,950 0 476,950

受取京都府交付金 210,000 0 0 210,000

受取京都府交付金振替額 228,000 37,000 0 265,000

受取全国協会等助成金 0 1,950 0 1,950

受取負担金 1,400 0 0 1,400

受取負担金 1,400 0 0 1,400

雑収益 0 49 0 49

受取利息 0 39 0 39

雑収益 0 10 0 10

経常収益計 460,170 47,730 0 507,900

(2)経常費用

事業費 460,170 0 0 460,170

会議費 620 0 0 620

旅費交通費 1,190 0 0 1,190

通信運搬費 100 0 0 100

消耗品費 100 0 0 100

消耗什器備品費 200 0 0 200

修繕保守費 140 0 0 140

印刷製本費 1,200 0 0 1,200

借上料 15,450 0 0 15,450

光熱水料費 150 0 0 150

賃借料 1,650 0 0 1,650

諸謝金 1,000 0 0 1,000

租税公課 30 0 0 30

支払負担金 37,700 0 0 37,700

支払助成金 10,510 0 0 10,510

支払交付金 361,100 0 0 361,100

委託料 28,030 0 0 28,030

新聞図書購入費 500 0 0 500

教材費 500 0 0 500

管理費 0 47,780 0 47,780

役員報酬 0 980 0 980

会議費 0 150 0 150

令和５年度収支予算内訳書（損益計算ベース）

令和５年４月１日から令和６年３月31日まで

科目 法人会計
内部取引
消去 合計
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旅費交通費 0 510 0 510

消耗品費 0 100 0 100

修繕保守費 0 310 0 310

光熱水料費 0 20 0 20

賃借料 0 90 0 90

借上料 0 270 0 270

委託料 0 400 0 400

保険料 0 10 0 10

租税公課 0 10 0 10

支払負担金 0 4,400 0 4,400

支払手数料 0 80 0 80

支払全国協会納付金 0 37,000 0 37,000

広報宣伝費 0 3,300 0 3,300

新聞図書購入費 0 50 0 50

慶弔費 0 50 0 50

減価償却費 0 50 0 50

経常費用計 460,170 47,780 0 507,950

0 ▲ 50 0 ▲ 50

基本財産評価損益等 0 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0 0

投資有価証券評価損等 0 0 0 0

評価損益等計 0 0 0 0

当期経常増減額 0 ▲ 50 0 ▲ 50

　２　経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0

他会計振替額 0 0

当期一般正味財産増減額 0 ▲ 50 0 ▲ 50

一般正味財産期首残高 81,800 16,940 98,740

一般正味財産期末残高 81,800 16,890 0 98,690

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取京都府交付金 333,000 37,000 0 370,000

一般正味財産への振替額 ▲ 228,000 ▲ 37,000 0 ▲ 265,000

当期指定正味財産増減額 105,000 0 0 105,000

指定正味財産期首残高 12,780,000 0 0 12,780,000

指定正味財産期末残高 12,885,000 0 0 12,885,000

Ⅲ　正味財産期末残高 12,966,800 16,890 0 12,983,690

評価損益等調整前当期経常増減額
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当年度 前年度 増減

Ⅰ　事業活動収支の部 千円 千円 千円

１．事業活動収入

①基本財産運用収入 1 1 0

基本財産受取利息 1 1 0

②特定資産運用収入 3,500 3,300 200

特定資産受取利息 3,500 3,300 200

③京都府交付金収入 580,000 540,000 40,000

370,000 340,000 30,000

210,000 200,000 10,000

④貸付金償還収入 1,201,000 1,193,000 8,000

長期貸付金償還収入 1,175,000 1,167,000 8,000

長期貸付金利息収入 26,000 26,000 0

⑤受取負担金収入 1,400 1,400 0

受取負担金収入 1,400 1,400 0

⑥雑収入 1,999 1,999 0

受取利息収入 39 39 0

雑収入 1,960 1,960 0

事業活動収入計 1,787,900 1,739,700 48,200

２．事業活動支出

①事業費（公益目的事業） 2,100,170 2,316,400 ▲ 216,230

長期貸付金支出 1,640,000 1,871,000 ▲ 231,000

会議費支出 620 620 0

旅費交通費支出 1,190 1,070 120

通信運搬費支出 100 100 0

消耗品費支出 100 110 ▲ 10

消耗什器備品費 200 200 0

修繕保守費支出 140 140 0

印刷製本費支出 1,200 1,200 0

借上料支出 15,450 13,190 2,260

光熱水料費支出 150 140 10

賃借料支出 1,650 1,650 0

諸謝金支出 1,000 800 200

租税公課支出 30 30 0

支払負担金支出 37,700 37,040 660

支払助成金支出 10,510 10,510 0

支払交付金支出 361,100 352,000 9,100

委託料支出 28,030 25,600 2,430

新聞図書購入費支出 500 500 0

教材費支出 500 500 0

②管理費（法人会計事業） 47,730 44,800 2,930

役員報酬支出 980 980 0

会議費支出 150 150 0

旅費交通費支出 510 600 ▲ 90

消耗品費支出 100 100 0

修繕保守費支出 310 90 220

光熱水料費支出 20 20 0

賃借料支出 90 90 0

借上料支出 270 260 10

委託料支出 400 200 200

令和５年度度収支予算（資金収支計算ベース）

令和５年４月１日から令和６年３月31日まで

科目

ｻﾏｰｼﾞｬﾝﾎﾞ宝くじ交付金収入

ﾊﾛｳｨﾝｼﾞｬﾝﾎﾞ宝くじ交付金収入
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保険料支出 10 10 0

租税公課支出 10 10 0

支払負担金支出 4,400 4,350 50

支払手数料支出 80 140 ▲ 60

全国協会納付金支出 37,000 34,000 3,000

広告宣伝費支出 3,300 3,700 ▲ 400

新聞図書購入費支出 50 50 0

慶弔費支出 50 50 0

事業活動費支出 2,147,900 2,361,200 ▲ 213,300

事業活動収支差額 ▲ 360,000 ▲ 621,500 261,500

Ⅱ　投資活動収支の部

１．投資活動収入

①特定資産取崩収入 1,868,000 2,115,000 ▲ 247,000

サマージャンボ基金取崩収入 1,868,000 2,115,000 ▲ 247,000

投資活動収入計 1,868,000 2,115,000 ▲ 247,000

２．投資活動支出

①特定資産積立支出 1,531,400 1,531,000 400

サマージャンボ基金積立支出 1,508,000 1,473,000 35,000

特定費用準備資金積立支出 23,400 58,000 ▲ 34,600

投資活動支出計 1,531,400 1,531,000 400

投資活動収支差額 336,600 584,000 ▲ 247,400

Ⅲ　予備費支出

　①　予備費支出 15,800 36,300 ▲ 20,500

　　　当期収支差額 ▲ 39,200 ▲ 73,800 34,600

　　　前期繰越収支差額 39,200 73,800 ▲ 34,600

　　　次期繰越収支差額 0 0 0
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１　資金調達の見込みについて

　　期中に借り入れの予定はありません。

２　設備投資の見込みについて

　　期中に重要な設備投資の予定はありません。

令和５年度資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類

令和５年４月１日から令和６年３月31日まで
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